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さんぽ会（産業保健研究会）Monthly Report

　

月例会ダイジェスト【91】

　女性特有の健康課題をテクノロジーで解決するための商品
やサービスの総称「フェムテック（FemaleとTechnologyの造
語）」。4月の月例会はそのフェムテックに焦点を当て「フェ
ムテック（Femtech）で見える化する、働く女性の隠れ我慢」
というテーマで開催された。コーディネーターは小島健一氏
（鳥飼総合法律事務所）と武藤剛氏（北里大学）が担当した。
　まずは中江華子氏（関東中央病院）による講演「フェムテッ
クで見える化する、働く女性の隠れ我慢」からスタートした。
　中江氏は冒頭でフェムテックの概要を述べたあと「女性ホ
ルモンの基礎知識」として、女性の生理の仕組みについて解
説。1カ月という月経周期の間にホルモンの分泌量が変化す
る影響で、女性は心身面でさまざまな不調を抱えてしまうこ
とを説明した。
　次に「働く女性の隠れ我慢」として、ある製薬会社のアン
ケート調査を例示した。「不調を我慢して仕事や家事をした」
と答えた女性が全体の約8割いたことや、我慢して体調を悪
化させた人の割合が我慢した人の約6割だったことを紹介し
「自分がつらい症状を我慢していたことに気づいてもらうこと
（見える化）が必要だ」と訴えた。
　次に具体的なフェムテックの活用例に話題を変え、中江氏が
関わっている女性の健康支援サービス「フェムクル（FEMCLE）」
を紹介した。その中で他者と比較したり数値化したりするこ
とが難しい月経量について、フェムテックを使った問診で過
多月経と判断された人が、対象集団の中で6割以上いたとい
う調査結果を見せた。中江氏は「本人にしてみれば、自分の
月経量が多いと思っていない」と、ここでも“見える化”の
問題を挙げ「過多月経の裏には子宮筋腫などの疾患が隠れて
いる場合がある。疾患でなくても症状を軽くする治療法はあ
るので、女性が抱える健康問題を“見える化”し、専門家に
つなげていくのがフェムテックの役割」と話した。また、過
多月経を含めた女性特有の症状で「パフォーマンスが下が
る」と回答した女性が一定程度の割合で存在するデータも示
し「プレゼンティーイズムの観点から、企業も積極的にフェ
ムテックを活用してほしい」とアピールした。
　「女性従業員が不調を我慢せず、解決に向けたアクション
を起こすためには職場の理解と協力が不可欠」という中江氏
は、実際に多くの女性から上がってくる職場への要望の一つ
として、生理休暇を取り上げた。厚生労働省による令和2年
度の調査では、生理休暇の取得率が女性従業員の0.9％にと
どまっている点を挙げ、その背景には「言いづらい」という

心理的なハードルや「有休を使うように言われた」など、社
内の意識に由来する問題があることを指摘した。その上で、
「そもそも仕事を休むほどの症状なら治療が必要。休むため
だけに生理休暇を取得するのではなく、婦人科を受診する機
会と考えてほしい」と、産婦人科医の視点から生理休暇の捉
え方を述べた。
　最後に「心身面の不調を我慢して働く女性たちの“隠れ我
慢”を見える化することで、自分たちの健康課題を認識して
もらい改善につなげる。その結果、誰もが働きやすい職場に
なるのが最終的なゴール」と、フェムテックの理念を総括し
て講演を終えた。
　休憩のあと、石井りな氏（フェミナス産業医事務所）の指
定発言から後半が始まった。
　石井氏は女性の健康に関する“困った相談事例”として、
「毎月必ず生理休暇を取得して年間24日休む女性従業員に対
し、ほかの従業員から不満が出ている」というケースを紹介
した。これについて石井氏は「自己保健義務の延長線上に生
理休暇があると捉え、休みを使って病院へ行くなど自分の健
康を自分でコントロールしようとする姿勢が必要ではないか」
と見解を示した。また、生理休暇はPMSのような月経前の症
状に適用できない点にも触れ「月経前でも取得ができないか
議論が出ている」と述べた。
　その後、質疑応答とディスカッションに移った。参加者か
ら出てきた質問の中には「健診でヘモグロビン値が低かった
のに、本人に自覚がなく受診してくれない」という、まさに
“見える化”に関わるものがあった。中江氏は「試しに鉄剤
を服用してもらったら症状がぐんぐん改善して、初めて自分
が貧血だったことに気づいたというケースがあった。疾病の
有無にかかわらず『この状態は異常だ』と、とにかく認識し
てもらう必要がある。“1回治療をしたら気分が良くなった”
などの成功体験があれば、受診のハードルを下げられるかも
しれない」と回答した。
　また「更年期で不調を抱える社員をどうサポートすればよ
いか」という悩みが出た時には、育児や介護、通院など幅広い
範囲で休暇が取得できる制度を設けた企業の例が紹介された。
　今回話し合われた女性の健康問題の陰には、従業員本人の
意識や事業者側のリテラシーの問題が少なからず影響してい
る実態が見えてきた。月例会の総括では、本人の気づきや職
場の理解につながるような啓発活動を地道に続けていく必要
性も言及されたが、その一助としてフェムテックの活用を検
討する余地は大いにあるだろう。

さんぽ会の詳細は下記サイトをご覧ください。
◦ホームページ　http://sanpokai.umin.jp
◦ＦＢページ　　http://www.facebook.com/sanpokai
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を超えないように各企業が労働時間の上限を設定し

て管理し、かつ本業の企業はその企業における法定

外労働時間の労働部分だけ、副業の企業はその企

業における労働時間の全部を時間外労働であるとし

て、36協定の時間内に管理するとともに、割増賃金

の支払いをするというものである。特に本業として

フルタイムの勤務をしている場合は、こちらのほう

が分かりやすい。

■親代わりの労働時間管理
　なお労働時間を通算しないといけないのは、副業

も労働者として行う場合に限られる。例えば個人事

業主などの非労働者として副業を行う場合は、労働

時間の通算は行われない。また「労働」ではなく、

例えばキャリアアップのために社外で行う自己研鑽

（けんさん）であれば、当然通算は行われない。仮

に寝る間も惜しんで長時間の勉強をした結果、体調

を崩したとしても本人の責任として扱われる。

　するとなぜ労働者としての副業だけ、いわば親代

わりの労働時間管理が求められるのか疑問が残る。

副業解禁を奇貨として、工場法の時代から脈々と続

く労働時間管理という呪縛を解き、労働者の主体性

を尊重する現代的な働き方（例えばどれだけ長く働

いたかではなく、どれだけ成果を上げたかを重視す

る制度等）へとシフトすることを期待していたが、

残念ながらそのような期待はかなわないようである。

■健康管理時間は対象外
　時間外労働の上限管理および割増賃金の支払い

の取り扱いは前述の通りであるが、健康確保措置の

実施対象者の選定にあたっては、本業先が副業を指

示したものでない限り、副業先の労働時間について

は通算されない。そのため、仮に本業の企業が副業

を許容したとしても、それが指示したものでない限

り、過重労働面接の対象者が急増することはない。

　ただしお節介なことにガイドラインでは「使用者

が労働者の副業・兼業を認めている場合は、健康

保持のため自己管理を行うよう指示し、心身の不調

があれば都度相談を受けることを伝えること」を適

当とし、さらには「副業・兼業を行う者の長時間労

働や不規則な労働による健康障害を防止する観点か

ら、働き過ぎにならないよう、例えば、自社での労

務と副業・兼業先での労務との兼ね合いの中で、時

間外・休日労働の免除や抑制等を行うなど」の措置

をも適当としている。

　しかし、副業が従業員の希望によってなされるも

のである以上、心身の健康を維持しながらそれに取

り組むことは、従業員自身がすべきことにほかなら

ないはずだ。例えば繰り返し怪我をして業務に支障

を生じさせるようなプライベートの趣味は、会社が

禁じなくとも本人が自主的に控えるのが従業員とし

てのあるべき姿だろうし、仮に業務に支障を来した

場合は、処分や人事上の低評価を行うべきであるこ

とと同じである。

　加えて、本来は業務の都合により会社が命じるこ

とができるはずの時間外労働が、副業により制約が

生じる可能性がある。繁忙期にAさんは副業をして

いるから時間外労働はなし、代わりに副業をしてい

ないBさんが時間外労働を命じられる、というおか

しな事態にもなりかねない。

　もとを正せば、副業に従事できるようにするため

に本業の時間外・休日労働の免除や抑制が必要な状

態は、そもそも本業への支障が生じているわけであ

り、認めるべきではないだろう。

　またあまり大きくは扱われていないが、労災認定

における過重労働の判断については「複数就業者

の就業先の業務上の負荷を総合的に評価して労災

認定を行うこととした」とある。つまり、仮に本業

では法定外どころか所定外労働すらなかったとして

も、副業も含めた総合的な評価で労災認定がなされ

る可能性は否定しないということだ。労働者保護の

観点からこうした考えがとられる（かつそれぞれの

事業場では、保険料は全額事業主負担とする）こと

は、一定の整合性はあると理解はできる。ただこの

点は、場合によっては今後大きな落とし穴になるか

もしれない。

　さらに言うまでもないが、安全配慮義務はいずれ

の就業先も負うことになる。副業を容認している本

業先が、副業先での過重労働についての責任を問わ

れる場合はあり得るのか。議論は尽きない。

〈参考〉 1） 本稿では労働契約締結の時間的順序により先を「本業」、後を「副業」と表現し、基本的には本業のほうが労働時
間が長いケースを想定する。

 2）副業・兼業の促進に関するガイドライン（厚生労働省）　https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000962665.pdf




